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は じ め に 

 

 

 

鋼管杭は、建築分野において中高層規模のマンションや物流倉庫等に広く用いられてい

る基礎杭である。近年では、高支持力鋼管杭工法の開発が進み、用途の幅も広くなってき

ているとともに、杭の支持力性能は従来工法と比べて格段に向上している。このため、杭

と柱を繋ぐパイルキャップに伝達する鉛直荷重も増加することになり、杭頭接合部の鉛直

支持力性能の検証が必要になってきている。 

鋼管杭の杭頭接合構造は、従来から鋼管内外面に複数本のずれ止めを配置し、パイルキ

ャップコンクリートとずれ止めの支圧耐力によって鉛直荷重を支持する方法が一般的であ

る。しかしながら、その鉛直支持力性能の評価方法については明確なものがなく、ずれ止

めの設計は仕様規定により決まっていたのが実状であった。 

本資料は、杭頭接合部の鉛直支持力性能を定性的かつ定量的に評価するため行った実験

および FEM 結果に基づき、耐力評価式を提案するものである。 
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1. 杭頭接合部の押し込み耐力評価式 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 に一般的な杭頭接合方法を示す。方法 A は鋼管杭をパイルキャップに 1D（D は鋼

管径）以上埋め込み接合する方法であり、方法 B は 100mm 程度埋め込み、鉄筋により接合

する方法である。各方法ともに鉛直荷重は、杭頂部板厚幅の支圧とずれ止めの支圧によっ

て伝達させる。そのうちずれ止めの支圧耐力は、方法 A では鋼管内外面、方法 B では内面

に取り付けたずれ止めによるものである。杭頭接合部の設計では、杭頂部およびずれ止め

による支圧耐力の和と鋼管を閉塞断面とした場合のパイルキャップ全体の支圧耐力が設計

鉛直荷重を上回るようずれ止め高さ、幅およびパイルキャップ高さを決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 杭頭接合方法図 

DD DD
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1.1 杭頭接合方法 

鋼管杭の杭頭接合方法は、方法 A、もしくは方法 B とする。 
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図 1-2に方法A、Bそれぞれの押し込み耐力概念図を示す。杭頭接合部の押し込み耐力は、

杭頂部支圧耐力 Rbtおよび内外面ずれ止め支圧耐力 Rbi、Rboの和から成る。杭頂部とずれ止

めを支圧面とし、パイルキャップにコーン状に応力伝達する面を受圧面として各支圧耐力

を算出する。設計荷重 N に対して、杭頂部およびずれ止めそれぞれの支圧耐力より、必要

ずれ止め段数および幅を設定する。 

また Rbpcは鋼管閉塞断面によるパイルキャップ全体の支圧耐力を表す。鋼管内がコンクリ

ートで閉塞している場合、鋼管閉塞断面が押し抜けてはならない。そのため、鋼管閉塞面

積を支圧面、パイルキャップにコーン状に応力伝達する面を受圧面として支圧耐力の確認

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 押し込み耐力評価式 

以下に、押し込み耐力評価式を示す。 

  aRRRRR bpcbobibt /,min ++=       方法 A 

  aRRRR bpcbibt /,min +=            方法 B 

RN   

R ：杭頭接合部許容押し込み耐力 

N ：設計鉛直荷重 

btR ：杭頂部支圧耐力 

biR ：内面ずれ止め支圧耐力 

boR ：外面ずれ止め支圧耐力 

bpcR ：鋼管閉塞断面支圧耐力 

a ：長期または短期の安全率 

図 1-2 各部の支圧耐力概念図 
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Rbi 

N 
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図 1-3 に杭頂部の受圧面積概念図を示す。受圧面積 A0 はパイルキャップへの応力伝達面

積であり、応力は杭頂部からパイルキャップへ 45°でコーン状に伝達するものとした。受

圧面積 A0 は、パイルキャップ寸法、埋め込み長、杭径により異なり、同図における平面図

はパイルキャップ高さ 1.25D、埋め込み長 100mm のときの受圧面積である。 

なお、日本建築学会「プレストレストコンクリート設計施工規準・同解説」（1998 年）で

は、コンクリートの支圧強度は受圧面積と支圧面積の比の平方根に比例するとされている。

本提案式でもこれにならって、支圧耐力式を算定することとした。以後に示す各部の支圧

耐力についても同様である。 
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図 1-3 杭頂部の受圧面積（概念図） 

 

1.3 杭頂部支圧耐力式 

以下に、杭頂部支圧耐力式を示す。 

ss0cbt AAAFR =  

cF ：コンクリート強度 

0A ：受圧面積 

sA ：鋼管断面積 
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図 1-4に内面ずれ止め部の受圧面積概念図を示す。受圧面積Apは鋼管閉塞断面積であり、

内面ずれ止めによる支圧耐力の影響範囲が管内全域に伝達するものとした。 

ここで、 は既往の支圧耐力実験結果より推定した拘束効果である（第 3 章 3.2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 内面ずれ止め支圧耐力式 

以下に、内面ずれ止め支圧耐力式を示す。 

irirpcbi nAnAAFR =  

1053.005.5 −= tD  

cF ：コンクリート強度 

pA ：受圧面積 

irA ：内面ずれ止めの面積 

n ：内面ずれ止め段数 

 

図 1-4 内面ずれ止め部の受圧面積（概念図） 
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図 1-5 に外面ずれ止め部の受圧面積概念図を示す。受圧面積 A0 は同図に示す外面ずれ止

めを起点として伝達される応力伝達面積である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5 外面ずれ止め支圧耐力式 

以下に、外面ずれ止め支圧耐力式を示す。 

oror0cbo nAnAAFR =  

cF ：コンクリート強度 

0A ：受圧面積 

orA ：外面ずれ止めの面積 

n ：外面ずれ止め段数 

 

図 1-5 外面ずれ止め部の受圧面積（概念図） 
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図 1-6 に鋼管閉塞断面部の受圧面積概念図を示す。受圧面積 A0 はパイルキャップへの応

力伝達面積である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6 鋼管閉塞断面支圧耐力式 

以下に、鋼管閉塞断面支圧耐力を示す。 

pp0cbpc AAAFR =  

cF ：コンクリート強度 

0A ：受圧面積 

pA ：鋼管の閉塞断面積 

図 1-6 鋼管閉塞断面部の受圧面積（概念図） 
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ずれ止めの取り付けは、ずれ止め上側一面の全周すみ肉溶接としている。溶接脚長 e は、

ずれ止めに作用するせん断力の大きさに応じて決定する。溶接部の強度計算においては、

安全をとって余盛りを無視し、有効のど厚の断面積が荷重を支えるものと仮定して計算す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7 溶接部許容耐力式 

以下に、溶接部許容耐力式を示す。 

n
T

e

2

1
TTt2D

3a

F
R w

w −−


= })({  

wbt RaRN − /  

wF ：溶接材強度 

D ：鋼管径 

t ：鋼管板厚 

T ：ずれ止め厚さ 

e：溶接脚長 

n ：ずれ止め段数 

N ：設計鉛直荷重 

btR ：杭頂部支圧耐力 

a ：長期または短期の安全率 

図 1-7 溶接部概略図 

T 

ずれ止め 

鋼管杭 

有効のど厚 

=1/√2・e 

e 溶接脚長 

D 
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2. 設計例 

設計荷重 

長期軸力 8,500kN 

短期軸力 13,000kN 

パイルキャップコンクリート強度 27N/mm2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）受圧面積 A0 

杭頂部の支圧面積 A0は、杭径φ、パイルキャップ寸法（幅 b、高さ h）、埋込み長 u によ

って決まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 に杭頂部からの応力伝達の概念図を示す。パイルキャップ上面での受圧幅 0D は以

下の式で表される。 

( ) Duh2D0 +−=  

h ：パイルキャップ高さ 

u ：鋼管のパイルキャップへの埋込み長 

D ：鋼管径 

 

 

図 2-2 応力伝達概念図 

b 

b 

√2×b 

直径 D0 

平面図 断面図 

√2×b 

D0 

u 

h 45° 

D 

杭径 D 

鋼管板厚 t パイルキャップ 設計荷重 N 

杭頭部 下杭 幅 b 高さ h 埋込み長 u 長期 短期 

(mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (kN) (kN) 

1000 22 16 2500 1250 100 8500 13000 

 

表 2-1 各種仕様および設計荷重 

D 
D 

2500 

1250 

100 

図 2-1 杭頭接合部寸法 



 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( ) ( ) 3300100010012502Duh2D0 =+−=+−=  (mm) 

ここで、 3536250023300D2500 0 == より、今回のパイルキャップ寸法で受圧面積

A0は③の場合となる。 

61987141344407193297548552986SS4SA 2100 =−−=−−= )()(  (mm2) 

8552986
4

3300

4

D
S

22
0

0 =


==


 (mm2) 

1932975
2

421

4

3300

24

D
S

22
0

1 =


==






 .
 (mm2) 

1344407
2

421
33002500

4

1

2
bD

4

1
S 02 ===

.
sinsin


 (mm2) 

421
3300

2500
2

D

b
2 1

0

1 .coscos === −−  (rad) 

（2）杭頂部支圧耐力 

17477675956759561987141027AAAFR 3
ss0cbt === − /  (kN) 

sA ：支圧面積 (mm2) 

( ) ( )  ( ) ( )  6759522210001000
4

t2DD
4

A
2222

s =−−=−−=


 (mm2) 

 

 

 

表 2-2 受圧面積 A0算出式一覧 

条件 
① ② ③ 

D0 ≦ b のとき √2×b ≦ D0のとき b < D0 < √2×b のとき 

受圧面積式 

(mm2) 

 

 

 

 

 

 

  

受圧面積図 
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D

b
2 −= cos

2
bD
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1
S 02
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24

D
S

2
0

1 =

4

D
S

2
0

0


=

)( 2100 SS4SA −−=

2
0 bA =

4

D
A

2
0

0


=

A0 A0 b 

b 
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（3）内面ずれ止め支圧耐力 

表 2-3 に杭径ごとのずれ止め寸法例を示す。ずれ止め寸法および段数は、同表を参考に設

計荷重に応じて決定すれば良い。ただし、ずれ止めの最低段数は 2 段以上が望ましい。 

 

 

 

 

 

 

本設計では、ずれ止め厚さ T=12mm、段数 2 段とする。 

161123558823558827178041027642nAnAAFR 3
irirpcbi === − )/(.  (kN) 

1tD0530055 −= ..  

( ) ( ) 7178042221000
4

t2D
4

A
22

p =−=−=


 (mm2) 

( ) ( )  ( ) ( )  3558812222210002221000
4

T2t2Dt2D
4

A
2222

ir =−−−−=−−−−=


(mm2) 

6422210000530055 ./.. =−=  

 

（4）鋼管閉塞断面支圧耐力 

5957478539878539861987141027AAAFR 3
pp0cbpc === − /  (kN) 

( ) ( ) 7853981000
4

D
4

A
22

p ===


 (mm2) 

 

（5）方法 B 押し込み耐力 

R=min{Rbt+Rbi , Rbpc}/a=min{17477+16112 , 59574}/a=min{33589 , 59574}/a=33589/a (kN) 

よって、長期および短期の押し込み耐力は以下のとおりである。 

長期押し込み耐力 1119633589
3

1
R ==  (kN) 

短期押し込み耐力 2239233589
3

2
R =='  (kN) 

RN   

111968500   

'' RN   

2239213000   

表 2-3 杭径とずれ止めの寸法例 

杭径 D (mm) ずれ止め厚さ T (mm) ずれ止め幅 B (mm) 

800 未満 9 25 

800 以上～1200 未満 12 25 

1200 以上 16 32 

 

T 

B 

ずれ止め 

鋼管杭 
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（6）溶接部許容耐力 

長期溶接部許容耐力 

n
T

e

2

1
TTt2D

351

F
R w

w −−= })({
.

  

( )  397021210212122221000351235 =−−= //./   (kN) 

短期溶接部許容耐力 

5956n
T

e

2

1
TTt2D

3

F
R w

w =−−=


})({  (kN) 

wbt RaRN − /  

397028083170778500 =− /  

''' / wbt RaRN −  

59561615321707713000 =− /  

 

以上より、ずれ止め仕様は T=12mm、2 段とする。 
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3. 実験および FEM解析 

3.1 杭頂部支圧耐力に関する実験 

 

これまで行われた鋼管杭の杭頂部支圧耐力に関する実験は以下の文献に示されている。 

 

文献 1）日本鋼管（株）「鋼管杭頭の鉛直加力実験」1976 年 7 月 

文献 2）小林他「鋼管杭で支持されたパイルキャップの耐力実験」日本建築学会大会梗概

集 2005 年 9 月 

文献 3）廣瀬他「鋼管杭の杭頭結合構造に関する研究 (その 1)～(その 4) 」    日本建築

学会大会梗概集 2006 年 9 月 

 

 これらの載荷実験で用いられた供試体概要を図 3-1～図 3-4 に示す。図 3-1、図 3-2 は、文

献 1）の供試体であり、φ406.4×7.9mm の鋼管から加力している。図 3-2 はパイルキャップ

内のベース筋を篭状に組んで耐力を増加している。図 3-3 は、文献 2）の S2 供試体であり、

φ500×12mm の鋼管を反力桁に設置し、パイルキャップ上端の載荷板より加力した。鋼管上

部端には端板が取り付けられており、直径を求める鋼管杭最外縁は 538mm とした。 図 3-4

は文献 3）の供試体概要であり、φ400×12mm（実板厚 11.6mm）の鋼管から加力した。 
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図 3-1 文献 1）(a) 図 3-2 文献 1）(b) 

反力桁

9
00

1
00

0

ﾍﾞｰｽ筋　D16　200
1000

φ500

4
00 5
00

1000

ﾍﾞｰｽ筋　D13　105

φ400
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杭頂部支圧耐力 Rbtの評価式は下式のとおりである。 

Rbt＝Fc・
 Ao 

As
 ・As 

Fc：コンクリート強度 

Ao：受圧面積 

As：鋼管断面積 

 

既往の実験値と上記評価式により求められた算定値の比較を表 3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1 より、ほぼ実験値が算定値を上回っている。文献 1）(a)はベース筋の配筋量が実構

造物より少ないため、パイルキャップ部の耐力が低く、実験値が算定値より上回っている

ものもある。また、文献 2）はパイルキャップ部の側面ひび割れが伸張したものの載荷でき

る最大荷重に達したため、載荷を終了しており、終局耐力はまだ高い可能性がある。 

実構造物では、図 3-1～図 3-4 に示す供試体に比べて地中梁の主筋が密に配筋されている

ため、終局耐力は本検討より大きな値と推測できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

径
D

板厚
t

幅 高さ
算定値

R bt
実験値

(mm) (mm) (mm) (mm) (N/mm2) （ｋN) （ｋN)
406.4 7.9 1600 800 204.9 22.8 3227 3224 1.00
406.4 7.9 1600 800 204.9 22.8 3227 3312 1.03
406.4 7.9 1600 800 204.9 23.3 3298 3038 0.92
406.4 7.9 1600 800 204.9 23.1 3268 4606 1.41
406.4 7.9 1600 800 204.9 23.3 3298 4606 1.40
406.4 7.9 1600 800 204.9 22.4 3165 4263 1.35

文献２） 538 50 1000 1000 13.0 22.7 6285 6000 0.95
文献３） 400 11.6 1000 500 70.7 9.8 1160 2807 2.42

※文献２）の板厚（50mm）は、杭頂部に取り付けられた端板の幅を示す。

実験/算定

文献1）(a)

文献1）(b)

フーチング

A 0 /A S
F c

耐力

ケース

鋼管杭・端盤

 

表 3-1 実験値と算定値の比較 
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3.2 内面ずれ止め支圧耐力に関する実験 

 

内面ずれ止め支圧耐力 Rbiの評価式は下式のとおりである。 

Rbi＝α・Fc・
 AP 

nAir
 ・nAir 

     α＝5.05-0.053・
 D 

t
  ≧1 

Fc：コンクリート強度 

AP：受圧面積 

Air：内面ずれ止めの面積 

n：ずれ止め段数 

 

鋼管内面のずれ止めによる中詰めコンクリートの押し抜き耐力に関連して文献 4）、文献

5）の報告がなされている。この報告に示されたデータのうち、内面ずれ止めと中詰めコン

クリートのずれにより最大耐力 Pmax が決まったものを内面ずれ止め支圧耐力とし、その評

価式による算定値 Rbiと最大耐力 Pmaxを比較し表 3-2、図 3-5 に示す。 

 

文献 4）宮尾他「裏あてリング付コンクリート充填鋼管柱の付着耐力評価」日本建築学会

技術報告集第 4 号 1997 年 3 月 

文献 5）高木他「鋼管内面にリング状の機械的すべり止めを有するコンクリート充填円形

鋼管柱の付着耐力評価」日本建築学会大会梗概集 1999 年 9 月 
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図 3-5 押し抜き耐力の実験値と内面ずれ止め支圧耐力算定値の比較（文献 4）,5）） 

表 3-2 押し抜き耐力の実験値と内面ずれ止め支圧耐力算定値の比較（文献 4),5）） 

試験結果
D t F c A p T n n･A ir R bi P max

(mm) (mm) (N/mm2) (mm2) (mm) (mm2) (kN) (kN)
351.6 10 35.2 31.1 86361 3.19 2.5 1 2585 5.78 1479 2058
351.6 10 35.2 31.1 86361 3.19 2.5 2 5169 4.09 2092 2293
214.6 12.3 17.4 25.0 28353 4.13 6 1 3468 2.86 1022 1043
207.5 8.7 23.9 25.0 28383 3.79 6 1 3470 2.86 939 956
202.5 6.2 32.7 25.0 28383 3.32 6 1 3470 2.86 823 1004
197.6 3.7 53.4 25.0 28413 2.22 6 1 3472 2.86 551 693
192.9 1.4 137.8 25.0 28383 1.00 6 1 3470 2.86 248 272
215.6 12.8 16.8 38.8 28353 4.16 6 1 3468 2.86 1600 1700
206.5 8.2 25.2 38.8 28383 3.72 6 1 3470 2.86 1431 1392
201.6 5.8 34.8 38.8 28353 3.21 6 1 3468 2.86 1234 1122
196.4 3.2 61.4 38.8 28353 1.80 6 1 3468 2.86 692 698
193.5 1.7 113.8 38.8 28383 1.00 6 1 3470 2.86 385 698
214.2 12 17.9 43.6 28413 4.10 6 1 3472 2.86 1778 1484
200.6 5.2 38.6 25.0 28413 3.01 6 2 6944 2.02 1055 1029

300 10 30.0 29.3 61575 3.46 6 1 5165 3.45 1808 1842
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 6 1 4976 3.39 1973 2058
300 30 10.0 29.3 45239 4.52 6 1 4411 3.20 1871 2078
300 8 37.5 29.3 63347 3.06 9 1 7775 2.85 1992 1931
300 10 30.0 29.3 61575 3.46 9 1 7662 2.83 2202 2332
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 9 1 7380 2.79 2403 3126
300 30 10.0 29.3 45239 4.52 9 1 6531 2.63 2277 2391
300 10 30.0 29.3 61575 3.46 12 1 10103 2.47 2529 2724
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 12 1 9726 2.43 2759 3450
300 30 10.0 29.3 45239 4.52 12 1 8595 2.29 2612 3185
300 15 20.0 37.2 57256 3.99 9 1 7380 2.79 3054 3450
300 20 15.0 29.3 53093 4.26 9 1 7097 2.74 2420 3401
300 12 25.0 29.3 59828 3.73 9 1 7549 2.82 2320 2411
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 6 1 4976 3.39 1973 1627
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 9 1 7380 2.79 2403 2323
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 9 1 7380 2.79 2403 2450
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 6 1 4976 3.39 1973 2460
300 15 20.0 29.3 57256 3.99 9 1 7380 2.79 2403 3097

√(A p /n･A ir )

ずれ止め 支圧耐力算定値コンクリート

D/t

鋼管

α
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既往の実験結果が鋼管外径φ351.6 までであり、鋼管径 400mm 以上に対して、中詰めコ

ンクリートの押し抜き実験を実施した。実験概要を図 3-6、実験ケースと実験結果を表 3-3

に示す。鋼管は外径 400mm～800mm とし、鋼管の内面にずれ止めとして鉄筋 D13 または

D16 を 200mm ピッチで 2 段取り付けた。鋼管内に充填したコンクリートの圧縮強度は、試

験日の違いにより、CASE1、CASE2、CASE3 では Fc=24.1 (N/mm2)、CASE4 では Fc =20.0 

(N/mm2)、CASE5、CASE6 では Fc =24.0 (N/mm2)であった。実験は 10,000kN 載荷試験装置を

用いて変位制御の単調載荷で行い、載荷速度を 0.01mm/sec とした。CASE6 は試験機能力を

超え、最大耐力の確認はできなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験結果 Pmax と内面ずれ止め支圧耐力評価式による算定値 Rbi を比較し、図 3-7 に示す。

この結果より内面ずれ止め支圧耐力の評価式は、φ800 の鋼管の場合にも妥当な算定値を与

えることがわかった。 

表 3-3 押し抜き耐力の実験値と内面ずれ止め支圧耐力算定値の比較（φ400による実験） 

試験結果
CASE D t F c A p T n n･A ir R bi P max

(mm) (mm) (N/mm2) (mm2) (mm) (mm2) (kN) (kN)
1 406.4 9.5 42.8 24.1 117872 2.78 13 2 30582 1.96 4026 5149
2 406.4 12.7 32.0 24.1 114009 3.35 13 2 30059 1.95 4732 5819
3 406.4 12.7 32.0 24.1 114009 3.35 16 2 36694 1.76 5228 6082
4 400 16 25.0 20.0 106362 3.73 13 2 28997 1.92 4137 6519
5 609.6 19 32.1 24.0 256610 3.35 13 2 45627 2.37 8699 9462
6 800 22 36.4 24.0 448883 3.12 13 2 60689 2.72 12370 10000以上

ずれ止め 支圧耐力算定値

D/t √(A p /n･A ir )

鋼管

α

コンクリート

  

鋼管 

コンクリート 

鉄筋 

荷重 

200mm 

図 3-6 実験概要 

200mm 
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図 3-7 押し抜き耐力の実験値と内面ずれ止め支圧耐力算定値の比較（まとめ） 
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3.3 外面ずれ止め支圧耐力に関する実験 

 

外面ずれ止め支圧耐力を確認するため、試験を実施した。 

 試験体は、図 3-8 に示すように、φ101.6 外面ずれ止めリング付鋼管をφ500 高さ 200mm

のコンクリート円柱に埋め込んだもので、ずれ止めリングの本数と位置をパラメータとす

る 7 体とした（表 3-4 参照）。ずれ止めリングは高さ 6mm、幅 13mm とした。基準強度 13N/mm2

のコンクリートを打設したが、打設後 28 日の実強度で 9.75N/mm2であった。コンクリート

円柱は、D13 フープ鉄筋（φ400、4 段）で補強した。また載荷端盤に接する鋼管端面は平

滑に仕上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験は 2,000kN 圧縮試験機により、鋼管に圧縮力を載荷し、コンクリート円柱より 20mm

以上押し抜いた。東西南北 4 箇所の載荷端盤と支圧端盤間の変位を計測し、押し抜き変位

量とした。 

 ずれ止めリング 1 段の場合の荷重変位関係を図 3-9、2 段の場合を図 3-10、3 段の場合を

図 3-11 に示す。 

Ａ断面 

Ｂ断面 
Ｃ断面 

5
0 

5
0 2
00
 

φ101.6×t10 L220 

φ500RC ずれ止め 

Ｄ断面 

Ｅ断面 

3
＠
2
5 

図 3-8 試験体の概要 

 
鋼管径 

(mm) 

RC 径 

(mm) 

ずれ止め位置 
備考 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

1 

101.6 500 

○ － － － － ずれ止めＡ 

2  － － ○ － ずれ止めＤ 

3 ○ ○ － － － ずれ止めＡＢ 

4 ○ － ○ － － ずれ止めＡＣ 

5 ○ － － ○ － ずれ止めＡＤ 

6 ○ － ○ － ○ ずれ止めＡＣＥ 

7 ○ ○ － ○ － ずれ止めＡＢＤ 

 

表 3-4 試験パラメータ 
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図 3-9 荷重変位関係（ずれ止めリング 1段） 
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図 3-10 荷重変位関係（ずれ止めリング 2段） 
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図 3-11 荷重変位関係（ずれ止めリング 3段） 

変位量の小さい範囲ではずれ止め段数毎に剛性がほぼ同程度である。試験による最大耐力

Pmaxはずれ止めリングの本数毎の挙動がほぼ同一な押し抜き変位量 4mm での耐力とした。

試験体毎の Pmaxを図 3-12 に比較し示す。ずれ止めリング 2 段と 1 段の耐力の差、3 段と 2



 20 

段の差はともに 150KN 程度であった。 
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図 3-12 試験体 No.と Pmax 

 

 外面ずれ止め支圧耐力 Rboの評価式は下式のとおりである。 

Rbo＝α・Fc・
 Ao 

nAor
 ・nAor  

Fc：コンクリート強度 

Ao：受圧面積 

Aor：外面ずれ止めの面積 

n：ずれ止め段数 

 

 実験結果 Pmaxと評価式による算定値 Rboを比較し表 3-5、図 3-13 に示す。この図には、「横

ふし 1 個のみをもつ異形鉄筋の付着特性に関する研究 長友克寛、角徹三 土木学会論文

集 第 372 号 1986 年 8 月 4-4 外面リブ支圧耐力評価」のデータもあわせて示す。 

 今回の実験結果 Pmax は評価式による算定値 Rboの 2 倍程度の耐力があり、算定値は十分に

安全側の評価であった。 
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外径
D

外面ずれ止め
の面積

A or

受圧面積
A 0

算定値
R bo

試験結果
P max

(mm) (mm2) (mm2) (kN) （ｋＮ）
101.7 2097 23815 68.9 289.8
101.5 1995 117396 149.2 268.9
101.5 4034 63087 155.5 449.2
101.5 4073 89047 185.7 436.1
101.5 4243 117773 218.0 456.3
101.4 6395 133667 285.1 654.7
101.5 6173 118052 263.2 587.8

22 111 4241 31.07 21.29
22 151 4470 31.07 25.50
22 192 4700 31.07 29.54
22 236 4932 31.07 33.49
22 111 11781 33.22 37.95
22 151 12057 33.22 44.80
22 192 12334 33.22 51.18
22 236 12613 33.22 57.27
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図 3-13押し抜き耐力の実験値と外面ずれ止め支圧耐力算定値の比較 

 

 

 

 

 

 

表 3-5 押し抜き耐力の実験値と外面ずれ止め支圧耐力算定値の比較 
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3.4 鋼管閉塞断面支圧耐力に関する実験 

 

ずれ止めによる杭頭接合構造での鋼管閉塞支圧耐力を把握するための押し込み試験を実

施した。試験体は図 3-14 に示すとおりである。鋼管は SM490 で試験時の局部座屈を避ける

ため板厚 12mm（実板厚 11.6mm）とし、鋼管内面に取り付けたずれ止めは t6×13 のフラッ

トバーリングとした。パイルキャップ部および鋼管内の中詰めコンクリートは、基準強度

13N/mm2のコンクリートを打設したが、打設後 28 日の実強度で 9.75N/mm2であった。パイ

ルキャップ部の配筋は実用的な配筋量とした。荷重載荷は試験体上面から支圧板を介して

鉛直載荷する方法とし、10,000kN 試験機を用いて単調漸増繰り返し載荷にて行った。 

 

 

 図 3-15 に押し込み試験結果を示す。ずれ止め無しのケース 1 は杭頂部支圧耐力の確認と

なるが、緩やかな初期勾配で荷重が増加し、約 2,000kN で勾配に変化が現れた。除荷後の残

留応力が発生していないことから、この時点でコンクリートの支圧破壊が発生したものと

考えられる。最終的に、荷重は約 2,800kN にまで達した。 

 鋼管閉塞支圧耐力を把握するためのずれ止め有りの試験体では、いずれの試験体もずれ

止め無しと同様の初期勾配で荷重が増加し、約 3,300kN で勾配が変化した。また、ずれ止め

段数および取り付け位置によらず同程度の最大荷重（約 5,000kN）となった。 

 

 

 

図 3-14 φ400押し込み試験体 
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図 3-15 φ400押し込み試験の荷重変位関係 

 

 鋼管閉塞支圧耐力 Rbpcの評価式は下式のとおりである。 

Rbpc＝Fc・
 Ao 

AP
 ・AP 

Fc：コンクリート強度 

Ao：受圧面積 

AP：鋼管の閉塞面積 

 

以上の実験結果と評価式による算定値を比較し表 3-6 に示す。 

 

表 3-6 押し込み耐力の実験値と鋼管閉塞支圧耐力算定値の比較 

径
D

板厚
t

断面積
A p

幅 高さ
受圧面積

A 0

算定値
R bpc

実験値
P max

(mm) (mm) (mm2) (mm) (mm) (mm2) (N/mm2) （ｋN) （ｋN)
2 5907 1.93
3 5159 1.68
4 5311 1.73

ケース1は杭頂部支圧耐力で最大耐力が決まっているため除外

500 785398 9.8 3063400 11.6 125664 1000

ケース名
F c

耐力

P max /R bpc

鋼管杭 フーチング
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3.5 FEM解析による鉛直加力試験の評価 

 

本 FEM 解析は、大径杭（鋼管外径 1200mm）の押し込み耐力および評価式との関係を検

証することを目的とした。解析の手順は、まずφ600 の鋼管による押し込み試験結果をもと

に FEM 解析の基本物性値や解析条件（非線形領域等）を設定した。また、鋼管端面とずれ

止めの荷重分担の評価も検討した。なお、φ600 の押し込み試験は載荷試験機の能力不足の

ため終局耐力まで載荷できなかった。よって、次に実施したφ400 の押し込み試験結果をも

とに物性値や解析条件を追加検討し、試験結果をシミュレーションした。本章では、最終

的に設定した物性値や解析条件によるφ400 の押し込み試験のシミュレーション結果を示

し、次にφ1200 の鋼管での押し込み耐力のシミュレーション結果を示している。φ1200 の

シミュレーション結果では評価式との比較により、評価式が安全側であることがわかった。 

 

3.5.1 φ400押し込み試験のシミュレーション結果 

(1)φ400 押し込み試験概要 

 各ケースの試験体の概要を図 3-16 に示す。鋼管は外径 400mm、板厚 12mm、規格は SM490

材で鋼管内面のずれ止めは t6×13 のフラットバーリングとした。（詳細は、3.4 鋼管閉塞断

面支圧耐力に関する実験参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 φ400押し込み試験体概要 

ずれ止め 

鋼管φ400×t12 
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(2) FEM モデルおよび物性値 

FEM 解析メッシュ(4 節点軸対称ソリッド要素)を図 3-17～図 3-19 に示す。ずれ止めの溶

接部の形状は三角形要素とし、鋼材とコンクリートの境界は CONTACT 機能により接触（ク

ーロン摩擦 0.6）を考慮した。コンクリート下端は完全固定、降伏条件はドラッガープラガ

ーの降伏条件（線形モールクーロン）とした。 

コンクリートのクラックや破壊を考慮する非線形領域は、図 3-20 に示すようにパイルキ

ャップ全域とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非線形考慮 
  

  

     

  

     

 

d:鉄筋 1 ﾋﾟｯﾁ 

d 

CASEA-4 CASEA-3  図 3-20 非線形領域 
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図 3-17 FEMモデルメッシュ図(ｹｰｽ１) 

 

図 3-18 FEMモデルメッシュ図(ｹｰｽ 2) 
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図 3-19 FEMモデルメッシュ図(ｹｰｽ 3) 
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設定した物性値を表 3-7 に示す。コンクリートは、引張応力がクラック発生応力（σcrack）

に達するとクラックが発生し、その後一定勾配(Es)で応力がゼロになるまで軟化するとし、

クラック発生応力（σcrack）は Fc/10、クラック発生後の軟化勾配（Es）は 10×E とした。 

クラック発生面におけるせん断応力の伝達低下は、せん断保持率 5%として考慮した。ヤ

ング係数は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度計算法－（1999 年）」に

もとづき算定し、C 値は原点を通る直径 Fcのモール円に傾き 30°の接線を引き求めた。 

 

表 3-7 使用した物性値 

鋼管 

規格 
E 

 (N/mm2) 
ν 

σy  

(N/mm2) 
SS ｶｰﾌﾞ 

SM490 2.05E+05 0.3 347 多直線(図 3-21) 

コンクリート 

Fc  

(N/mm2) 

E*1 

 (N/mm2) 
ν 

φ 
(°) 

C*4 

(N/mm2) 
降伏条件 SS ｶｰﾌﾞ 

9.75 1.47E+04 0.2 30 2.81 Drucker-Prager ﾊﾞｲﾘﾆｱ 

α 
σbar 

(N/mm2) 

σcrack 

(N/mm2) 

Es
*2 

(N/mm2) 

γ*3 

（％） 
  

0.112 5.44 0.975 1.47E+05 5   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-21 解析に用いた鋼管(SM490)の SS ｶｰﾌﾞ 
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＊1 ヤング係数について 

「鉄筋コンクリート構造計算基準・解説」における算定式を式 3-1 に示す。 

20

F

23
21000E c

51









=

.


   ・・・式 3-1 

E ：ヤング係数 (N/mm2) 

 ：コンクリートの気乾単位容積重量 (kN/m3) (=23) 

cF ：設計基準強度 (N/mm2) 

注：ここでは押し込み試験結果より 759Fc .= を使用 

＊2 クラック発生後の軟化勾配 

＊3 クラック発生後のせん断保持率 

＊4 C 値について 

原点を通る直径 Fcの円に傾きφで接線を描き C 値を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 C値の求め方 

 

(3) FEM 解析結果 

ケース 1,2,3 について、実験値と FEM 解析値の荷重‐変位曲線を併せて図 3-23～図 3-25

に示す。ケース 2,3 は初期剛性が異なるが、各ケースとも実験値と FEM 解析値の終局耐力

はほぼ一致している。 

ケース 1,2,3 について各載荷荷重でのパイルキャップ部内の塑性ひずみの進展状況（破壊

状況）を図 3-26～図 3-28 に示す。ずれ止めのないケース 1 では、鋼管端部からパイルキャ

ップ外部へ向け塑性領域が進展し、その後鋼管の内部に向かってコーン状の塑性ひずみが

進展している。一方、ずれ止めがあるケース 2,3 では、鋼管内部のずれ止め部と鋼管端部か

ら塑性領域が進展し、その後鋼管端面からパイルキャップ外部へ向け塑性領域が進展して

いる。 

終局時について、ケース 1 では鋼管端部から外周部（パイルキャップ外部）および杭頂

部付近（鋼管内部）に向かってほぼ 45°の角度で塑性領域が進展している。ケース 2,3 で

は、外周部は同様に鋼管端部からほぼ 45°の角度で塑性領域が進展しているが、鋼管内部

はずれ止め部からも塑性領域が進展している。 

Fc 
σ 

τ 

φ 

ｃ 
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図 3-23 FEM解析結果（ｹｰｽ 1） 
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図 3-24 FEM解析結果（ｹｰｽ 2） 
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図 3-25 FEM解析結果（ｹｰｽ 3） 
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図 3-26 破壊状況（ｹｰｽ 1）＊変形倍率１ 
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図 3-27 破壊状況（ｹｰｽ 2）＊変形倍率１ 
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図 3-28 破壊状況（ｹｰｽ 3）＊変形倍率１ 
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3.5.2 FEM解析によるφ1200のシミュレーション結果 

(1) FEM 解析ケースと物性値 

外径φ1200 の鋼管を対象にした FEM 解析ケースを表 3-8 に示す。 

設定した物性値を表 3-9 に示す。ヤング係数はφ400 での FEM 解析と同様に「鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説－許容応力度計算法－（1999 年）」をもとに算定し、φ、C、

σcrack、Es についてもφ400 の解析と同様な条件とした。また、FEM モデルおよび非線形領

域についてもφ400 での解析と同様な条件とした。なお、解析メッシュ図を図 3-29～図 3-31

示す。 

ただし、コンクリートの破壊性状を確認するため、鋼管は弾性体として解析を行った。 

 

表 3-8 解析ケース 

厚さ 幅 間隔 幅 高さ 埋込み長
(mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm)

5 1200 19 16 16 32 2 2400 1300 100
6 1200 25 25 16 32 3 2400 1300 100
7 1200 25 25 16 32 4 2400 1300 100

杭径
(mm)

ケース
杭頂部
板厚

ずれ止め

段数

パイルキャップ

 

 

表 3-9 使用した物性値 

鋼管 

規格 
E 

 (N/mm2) 
ν 

σy  

(N/mm2) 
SS ｶｰﾌﾞ 

SM490 2.05E+05 0.3 347 多直線(図 3-20) 

コンクリート 

Fc  

(N/mm2) 

E*1 

 (N/mm2) 
ν 

φ 
(°) 

C*4 

(N/mm2) 
降伏条件 SS ｶｰﾌﾞ 

9.75 1.47E+04 0.2 30 2.81 Drucker-Prager ﾊﾞｲﾘﾆｱ 

α 
σbar 

(N/mm2) 

σcrack 

(N/mm2) 

Es
*2 

(N/mm2) 

γ*3 

（％） 
  

0.112 5.44 0.975 1.47E+05 5   
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図 3-29 FEMモデルメッシュ図(ケース 5) 
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図 3-31 FEMモデルメッシュ図(ケース 7) 

図 3-30 FEMモデルメッシュ図(ケース 6) 
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(2) FEM 解析結果 

ケース 5,6,7 の荷重変位関係を図 3-32 に示す。（変位は載荷点の鉛直変位）初期剛性およ

び最大耐力（ここでは鉛直変位 30 mm 時の荷重とする）は、ずれ止め段数が増えることに

より大きくなる傾向が出ている。解析値の最大耐力は、評価式による短期許容押し込み力

の 2.3 ～2.6 倍の値となっている。 

φ400 と同様に、各荷重レベルにおける破壊状況（黄色が破壊領域）を図 3-33～図 3-35

に示す。いずれのケースもずれ止めの効果により 30,000 kN～40,000kN で鋼管内部（中心）

に向かって塑性領域が進展した後、40,000 kN～50,000 kN でパイルキャップ外部へ向け塑性

領域が進展している。 

短期許容押し込み力時における破壊領域を比較すると、φ400 では押し込み力約 1,500 kN

（ずれ止め 2 段）で破壊領域が鋼管内部に進展していると想定されるが、φ1200（ケース

5,6）ではほとんど破壊領域が進展していない。この様に破壊領域の進展状況および最大耐

力の値から、φ1200 の大径杭においても評価式を適用することは妥当であると思われる。 

解析では最終的にパイルキャップの広い範囲が破壊するにもかかわらず剛性があまり低

下しない結果となっているが、原因として ①軸対称モデルであることの影響 ②パイルキ

ャップ下端の拘束条件（完全固定）の影響 ③コンクリート構成則の影響（ダイラタンシー

の評価等）が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-32 φ1200における荷重変位関係図 
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図 3-34 破壊状況(φ1200 ｹｰｽ 6) 

図 3-33 破壊状況(φ1200 ｹｰｽ 5) 
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図 3-35 破壊状況(φ1200 ｹｰｽ 7) 
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鋼管杭の杭頭結合構造に関する研究（その 1）～（その 7） 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


